
洞爺湖町過疎地域持続的発展市町村計画（新過疎計画）の素案について 

時期 内   容 

4/26（月） まちづくり審議会へ計画概要について説明 

6/22（火） まちづくり審議会で計画素案について協議 

6/25（金） 北海道へ計画素案を提出（内容確認） 

7/12（月）
～8/6（金） 

パブリックコメント実施 

8月上旬 
8月下旬 

北海道へ計画案を提出（協議） 
北海道より計画案の同意送付、９月会議に議案提出 

9月中旬 洞爺爺湖町議会９月会議、議案審議 

計画策定、国に計画書を提出 

パブリックコメント 

洞爺湖町過疎地域持続的発展市町村計画（素案）の概要 

◇北海道では１４８市町村 
 （２０市、１１５町、１３村） 
 が過疎地域に該当 
◇「過疎地域の持続的発展の支援 
 に関する特別措置法」に基づき、 
 過疎地域市町村が、当該市町村 
 の総合的、計画的な持続的発展 
 を図るための方策及び対策を定 
 めるもの。 
◇北海道過疎地域持続的発展方針 
 に基づき、市町村議会の議決を 
 経て策定できる。 

１ 基本的な事項 
(１) 洞爺湖町の概況 
(２) 人口及び産業の推移と動向 
(３) 洞爺湖町の行財政の状況 
(４) 地域の持続的発展の基本方針 
(５) 地域の持続的発展のための基本目標 
(６) 計画の達成状況の評価に関する項目 
(７) 計画期間 
(８) 公共施設等総合管理計画との整合 
 

２ 施策に関する事項 
２－１ 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 
２－２ 産業の振興 
２－３ 地域における情報化 
２－４ 交通施設の整備、交通手段の確保 
２－５ 生活環境の整備 
２－６ 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び 
    福祉の向上及び増進 
２－７ 医療の確保 
２－８ 教育の振興 
２－９ 集落の整備 
２－10 地域文化の振興等 
２－11 再生可能エネルギーの利用の推進 

◇計画の構成 
※下線は新法で追加された事項 

◇計画期間   
 令和３年度～令和７年度 （５か年） 

●若年層を中心とする都市部への人口の流出  ●高齢化の急速な進行と子どもの減少 
●基幹産業や地域における担い手不足  ●脆弱な財政基盤と有珠山噴火災害のリスク 
●社会基盤の老朽化 ●景気の動向や国際情勢に大きく左右される産業基盤 
●新型コロナウイルス感染拡大の長期化による経済活動等の停滞 

【洞爺湖町の現状と課題】  素案３～１０ページ 

１ 基本的な事項 

【地域の持続的発展の基本方針】  素案１０ページ 

人口減少社会にあっても豊かさが感じられる活気・活力のある持続可能な地域社会の構築 

 第２期洞爺湖町まちづくり総合計画やまち・ひと・しごと創生総合戦略などと整合性を図り
ながら、「新型コロナウイルス感染症対策の長期化と価値観の変化」や「デジタル技術、未来
技術の活用」などの新たな過疎対策の視点も加え、当町ならではの地域特性・資源と人を結び、
「定住・生活環境の整備」「子育て支援の充実」「産業の発展」「地域資源の活用」により、
この地域で安心して働き暮らせる環境と地域を担う人材を確保し、人口減少社会にあっても豊
かさが感じられる活気・活力のある持続可能な地域社会の構築を目指す。 

＜策定の考え方＞ 

当町のまちづくりの基本的な考え方が、過疎地域の持続的発展と直接結びつくことから、第２期
洞爺湖町まちづくり総合計画をベースに、法に基づく施策分類に併せて抽出し作成。 



【計画の達成状況の評価に関する項目】 素案１１ページ  ※追加項目 

毎年度終了後に、ＰＤＣＡサイクルにより洞爺湖町まちづくり審議会で検証を実施。 
必要に応じて検証結果等をもとに見直しを検討し、見直しの際は、まちづくり審議会に意見を求める。 

生産年齢人口の増加 
（生産年齢人口の減少抑制） 

生産年齢人口の減少を 
３，７５４人までに抑える 

見込み        目標 
３，３３１人  ⇒  ３，７５４人 

【地域の持続的発展のための基本目標】 素案１１ページ  ※追加項目 

○地域社会に好循環を生む地域資源（産業・ひと・自然・文化等）の有効活用 
○良好なつながりのある安全安心に暮らせる環境の構築 

地域社会の活力創出 
地域で活躍する人材を確保 

２ 施策に関する事項  

転出超過の抑制 
（転出超過人数の抑制） 

５か年間の転出超過累計を 
４２人以内に抑え、単年度の

転出超過０に近づける 

見込み      目標 
２６８人  ⇒  ４２人 

観光客入込数の増加 

観光客入込数を 
年間２９９万人まで増加する 

Ｒ２実績           目標   
１１５.５万人 ⇒ ２９９.０万人 

２－１ 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成  素案１３～１５ページ 

方針 移住・定住を促進するとともに、関係人口の創出・拡大を図り、良好なつながりか
ら生まれた人材の活用や連携・協力により、まちの活力につなげる。 

主な 

施策 
○移住定住の促進 
 ワンストップ窓口を活用した情報提供 チャレンジショップへの支援 
 住宅リフォーム支援 定住促進住宅の整備 など 
○地域間交流の促進 
 ふるさと納税・クラウドファンディングの推進 洞爺湖町ふるさと応援団 など 
○人材育成 
 地域おこし協力隊による活動 婚活交流事業 など 

２－２ 産業の振興  素案１５～１９ページ 

方針 新型コロナウイルス感染対策の長期化を踏まえ、事業継続を支え、雇用の安定を図
るとともに、急速に進展するデジタル化や新たな価値観への対応と、地域資源の価
値を高め、連携を強化することにより、地域産業の活性化を図る。 

主な 

施策 
○農林業 
 生産基盤の強化 クリーン農業の推進 など 
○水産業 
 生産基盤の強化 廃棄物の減量化・有効活用 増養殖事業の推進 など 
○工業、商業 
 道の駅等施設の機能向上 地場産品の販路充実 地産地消の確立 など 
○観光 
 新しい観光スタイルの確立 観光インフラの充実 
 ユネスコ世界ジオパーク・世界文化遺産等の活用 など 



２－３ 地域における情報化  素案１９～２１ページ  

方針 急速に進展する情報通信技術を活用できる環境整備を促進するとともに、デジタル
技術の活用による暮らしや産業、行政における利便性の向上に努める。 

主な 

施策 
○情報化のための施設 
 情報通信機器等の安定運用 利用環境の確保 など 
○情報化・デジタル技術の活用 
 デジタル技術活用に向けた環境づくり 行政手続き等のデジタル化 など 

２－４ 交通施設の整備、交通手段の確保  素案２１～２３ページ 

方針 道路環境の整備や老朽化対策による安全に利用できる道路交通網を維持するととも
に、利用しやすい交通体系の構築により、安全・安心で快適な暮らしの充実と移動
の促進を図る。 

主な 

施策 
○道路等の整備 
 安全で快適な道路環境の維持 幹線道路の整備促進 老朽化対策 など  
○交通体系の構築 
 生活交通の確保 交通体系の改善 など 

２－５ 生活環境の整備  素案２３～２７ページ  

方針 町民の住みよい生活の安定を図るため、生活に必要なインフラ施設の計画的な整備、
更新や環境の整備を進めるほか、地域の防災意識の向上や防災資器材の充実等によ
り、防災力の強化を図る。 

主な 

施策 
○水道・下水道 
 施設の計画的かつ効率的な更新 など 
○廃棄物処理 
 廃棄物処理施設の整備（更新） ゴミの減量化・リサイクルの推進 など 
○火葬場 
 老朽化対策 施設機能の改善 など 
○消防・防災 
 自主防災の意識の向上 避難体制等の確保 施設や装備の更新 人材育成 など 
○公営住宅 
 老朽化対策 多様なニーズに対応可能な住環境の整備 など 
○公園 
 安全で快適な環境づくり 有効活用 など  

２－６ 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進  素案２８～３２ページ 

方針 安心して子どもを産み、育てられる環境づくりを進めるとともに、保健・福祉・介
護・医療・住民の連携によるきめ細やかなサポート体制やサービスの確保を図る。 

主な 

施策 
○子育て環境の確保 
 子育てしやすい環境の整備 保育所等の整備 相談・支援の充実 など 
○健康づくり 
 拠点施設の老朽化対策 健康診査・健康相談の推進 など 
○高齢者福祉、介護予防、障害者福祉 
 地域の相談・支援体制の充実 サービス・人材の確保 介護予防の推進 など  



２－８ 教育の振興  素案３３～３５ページ  

方針 安全で快適な学校教育環境の整備や、学校・家庭・地域と連携した学習環境づくり、
支援の充実等を推進するほか、地域活動やスポーツ活動等の拠点となる施設の効果
的な活用と整備等により、子どもたちの育成と地域の活性化を図る。 

主な 

施策 
○学校関連施設等 
 施設・設備の計画的な整備・改修 学校給食センターの統合 通学支援 など 
○集会施設、体育施設等 
 老朽化対策 施設の効率的な活用・整備 社会教育活動等の推進 など 

２－９ 集落の整備  素案３５ページ 

方針 生活サービス機能の複合化や施設等の近接化とともに、移動の円滑化を図ることに
より、生活機能の維持と利便性の向上を図る。 

主な 

施策 
 施設機能の集約化、複合化の推進 移動の円滑化 など 

２－10 地域文化の振興等  素案３６～３７ページ 

方針 縄文遺跡や洞爺湖芸術館などの資産の整備・活用を促進するとともに、地域の歴史
や文化に触れ、理解を深める機会の充実などにより、文化振興を図る。 

主な 

施策 
 文化活動の推進 拠点施設の整備・機能充実等 学びの機会の充実 など 

２－11 再生可能エネルギーの利用の推進  素案３７ページ 

方針 地球温暖化防止に向け、当町の自然特性を生かした再生可能エネルギーの利用を促
進するとともに、意識啓発や省エネ設備の導入等により温室効果ガス削減を推進す
る。 

主な 

施策 
 再生可能エネルギーの活用 省エネ設備の導入 意識啓発 など 

２－７ 医療の確保  素案３２ページ  

方針 多様化・高度化する地域医療に対する需要に対し、広域的な連携も含めた医療提供
体制の確保・充実と医療従事者の確保に努め、医療提供の継続を図る。 

主な 

施策 
 医療体制の確保 広域連携やＩＣＴの活用促進 など 


